
区 分

予 算 2 件
条 例 案 7 件 議案17件
その他議案 8 件
諮 問 1 件
認 定 4 件
報 告 20 件
提 出 1 件

計 43 件

◎予算
（２件）

総務部 【１】 平成26年度三重県一般会計補正予算（第４号）
  （国庫補助金を活用して災害応急対策の拠点として機能する施設等における再生可能

エネルギー等の導入支援等に伴う補正予算 約１５億円）
 

【２】 平成26年度三重県工業用水道事業会計補正予算（第１号）
  （工業用水の配水管布設工事等の実施及び債務負担行為の追加に伴う補正予算

       約１億円) 

◎条例案
（７件） 【３】

雇用経済部

（１）

（２）
（３）

平成２６年三重県議会定例会提出予定議案概要（追加提案・その９）

件 名 概 要

三重県再生可能エネル
ギー等導入推進基金条例
案

   国から交付される二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金によ
り、災害時において災害応急対策の拠点として機能する施設等に、
太陽光、風力その他の再生可能エネルギー源を利用する発電設備
等を導入し、災害に強く、環境への負荷の少ない地域づくりを推進
するため、三重県再生可能エネルギー等導入推進基金を設置する
ものである。

（公布の日から施行）
（主な制定内容）

基金の設置、積立て、管理、運用益金の処理、処分、繰替運用等について規
定する。
平成２９年５月３１日限り、その効力を失う。
基金に残余財産があるときは、当該残余財産の額に相当する金額を予算に計
上して、国庫に納付するものとする。

○ 再生可能エネルギー等導入推進基金事業の概要
都道府県又は指定都市に設置する基金の造成に必要な補助金を交付することにより、地震や台風等による大

規模な災害に備え、避難所や防災拠点等に再生可能エネルギー等を導入し、災害に強く、低炭素な地域づくりを
推進するために次に掲げる事業を実施することを目的とする。
１ 地域資源活用詳細調査事業
２ 公共施設再生可能エネルギー等導入事業
３ 民間施設再生可能エネルギー等導入推進事業
４ 風力・地熱発電事業等導入支援事業

＜参考＞ 



区 分 件 名 概 要

【４】
健康福祉部

（１）

（２）

（３）

（４）

【５】

・

 次代の社会を担う子どもの健全な育成を図るための次世代育成支
援対策推進法等の一部を改正する法律による母子及び寡婦福祉法
の一部改正に伴い、規定を整理するものである。

（主な改正内容）

○母子及び寡婦福祉法の一部改正の概要
・法律の名称を「母子及び寡婦福祉法」から「母子及び父子並びに寡婦福祉法」に改正する。
・配偶者のない男子の経済的自立の助成と生活意欲の助長を図り、併せてその扶養している児童の福祉を増進
するため、父子福祉資金貸付制度を創設する。
・配偶者のない女子で現に児童を扶養しているものと併せて寡婦の福祉を増進することを目的に設立する「母子
福祉団体」の規定に配偶者のない男子も対象として追加し、名称を「母子・父子福祉団体」に改正する。

母子及び寡婦福祉法の法律名称の改正等に伴い、三重県母子及び寡婦福祉
資金貸付事業特別会計の名称等を改正する。

（主な改正内容）

次代の社会を担う子どもの健全な育成を図るための次世代育成支援対策推進
法等の一部を改正する法律による母子及び寡婦福祉法の一部改正に伴い、
規定を整理する。

三重県の事務処理の特例
に関する条例の一部を改
正する条例案

   地方自治法第２５２条の１７の２第１項の規定に基づき、知事の権
限に属する事務の一部を市町が処理することについて改正を行うも
のである。

（平成２６年１０月1日（一部公布の日、平成２６年１１月２５日及び平成
２７年１月１日）から施行）

児童福祉法の一部改正に鑑み、同法に基づく小児慢性特定疾病医療費の支
給に係る事務の規定を整備する。

薬事法等の一部を改正する法律による薬事法の一部改正等に伴い、規定を整
理する。

難病の患者に対する医療等に関する法律に基づく特定医療費の支給に係る
事務を、四日市市が処理することとする。

○地方自治法
（条例による事務処理の特例）

第２５２条の１７の２ 都道府県は、都道府県知事の権限に属する事務の一部を、条例の定めるところにより、市町
  村が処理することとすることができる。この場合においては、当該市町村が処理することとされた事務は、当該市
  町村の長が管理し及び執行するものとする。
２～４ （略）

○母子及び寡婦福祉法の一部改正の概要
・法律の名称を「母子及び寡婦福祉法」 から「母子及び父子並びに寡婦福祉法」に改正する。
・配偶者のない男子の経済的自立の助成と生活意欲の助長を図り、併せてその扶養している児童の福祉を増進
するため、父子福祉資金貸付制度を創設する。

○児童福祉法の一部改正の概要
・持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律に基づく措置として、小児慢性特定疾
病に係る新たな公平かつ安定的な医療費助成の制度の確立等の措置を講ずる。

○薬事法の一部改正の概要
・法律の名称を「薬事法」から「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」に改正
する。
・高度管理医療機器等の賃貸について、業として対価を得ずに貸与を行う場合でも許可又は届出の対象とする。

○難病の患者に対する医療等に関する法律の概要
・持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律に基づく措置として、難病の患者に対
する医療その他難病に関する施策に関し、難病に係る新たな公平かつ安定的な医療費助成の制度の確立等の
措置を講ずる。

（公布の日から施行）

三重県特別会計条例の一
部を改正する条例案

＜参考＞ 

 ＜参考＞ 



区 分 件 名 概 要

【６】
健康福祉部
つづき

（主な改正内容）

（１）
（２）

（３）

（４）

（５）
（６）

○薬事法の一部改正の概要

○医療機器製造業及び体外診断用医薬品製造業の登録制移行に伴う手数料の設定内容

①医療機器等製造業登録申請手数料（新設） 37,800円

②医療機器等製造業登録更新申請手数料（新設） 29,100円

○再生医療等製品製造販売業及び販売業制度の導入に伴う手数料の設定内容

③再生医療等製品製造販売業許可申請手数料（新設） 149,800円

④再生医療等製品製造販売業許可更新申請手数料（新設） 138,200円

⑤再生医療等製品販売業許可申請手数料（新設） 29,000円

⑥再生医療等製品販売業許可更新申請手数料（新設） 11,000円

○審査内容の変更に伴う医療機器及び体外診断用医薬品製造販売業更新申請手数料の改定内容
⑦第一種医療機器製造販売業許可更新手数料（増額） 140,000円
⑧第二種医療機器製造販売業許可更新手数料（増額） 116,800円
⑨第三種医療機器製造販売業許可更新手数料（増額） 74,700円
⑩体外診断用医薬品製造販売業許可更新申請手数料（増額） 116,800円

○審査内容の増加に伴う医薬品等適合性調査申請手数料の改定内容

⑪承認申請時等（無菌等）適合性調査申請手数料（増額） 53,100円
⑫承認申請時等（一般）適合性調査申請手数料（増額） 31,600円
⑬承認申請時等（包装等）適合性調査申請手数料（増額） 14,300円
⑭定期調査時（無菌等）適合性調査申請手数料（増額）

⑮定期調査時（一般）適合性調査申請手数料（増額）

⑯定期調査時（包装等）適合性調査申請手数料（増額）

【７】

（１）

（２） センターの利用者を父子家庭にも拡大する。

   次代の社会を担う子どもの健全な育成を図るための次世代育成支
援対策推進法等の一部を改正する法律による母子及び寡婦福祉法
の一部改正に伴い、事業についての規定等を整理するものである。

○母子及び寡婦福祉法の一部改正の概要
・法律の名称を「母子及び寡婦福祉法」から「母子及び父子並びに寡婦福祉法」に改正する。
・母子家庭の福祉のための便宜を総合的に供与することを目的に都道府県等が設置することができる母子福祉

センターの規定に父子家庭も対象として追加し、「母子・父子福祉センター」に改正する。

名称を「三重県母子福祉センター」から「三重県母子・父子福祉センター」に改
正する。

審査内容の変更に伴い医療機器及び体外診断用医薬品製造販売業更新申
請手数料を改定する。

三重県手数料条例の一部
を改正する条例案

（平成２６年11月２５日（一部公布の日）から施行）

薬事法の法律名称の改正等に伴い規定を整理する。

再生医療等製品製造販売業及び販売業制度の導入に伴い許可申請手数料
及び許可更新申請手数料を設定する。

   薬事法等の一部を改正する法律等による薬事法の一部改正等に
鑑み、手数料等についての規定を整備するものである。

三重県母子福祉センター
条例の一部を改正する条
例案

調査権限の移行に伴い医療機器等適合性調査申請手数料を削除する。
審査内容の増加に伴い医薬品等適合性調査申請手数料を改定する。

（主な改正内容）

（公布の日から施行）

医療機器製造業及び体外診断用医薬品製造業の登録制移行に伴い登録申
請手数料及び登録更新申請手数料を設定する。

法律の名称を「薬事法」から「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」に改正
する。

28,100円+1,200×（品目数-１）円

62,700円+2,000×（品目数-１）円

105,000円+2,700×（品目数-１）円

＜参考＞ ＜参考＞ 

＜参考＞ 



区 分 件 名 概 要

【８】
健康福祉部
つづき

（１）
（２）
（３）
（４）

・医薬品、医療機器とは別に「再生医療等製品」を新たに定義するとともに、安全対策等の規制を設ける。

【９】
県土整備部

（公布の日から施行）
（主な改正内容）
・

三重県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定め
る条例

知事が割当をした県営住宅に優先的に入居することができる者について、２０
歳未満の子を扶養しているひとり親家庭の親全般に拡大する。

三重県薬事審議会設置条例

三重県食の安全・安心の確保に関する条例

・法律の名称を「薬事法」から「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」に改正
する。

三重県消費生活条例

 薬事法等の一部を改正する法律による薬事法等の一部改正に鑑
み、規定を整備するものである。

○次代の社会を担う子どもの健全な育成を図るための次世代育成支援対策推進法等の一部を改正する法律
   （母子及び寡婦福祉法の一部改正）
第２条  母子及び寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）の一部を次のように改正する。
    （略）
   （公営住宅の供給に関する特別の配慮等）
第３１条の８ 第２７条及び第２８条の規定は父子家庭について、第２９条第１項の規定は父子家庭の父及び児童
   について、同条第２項の規定は父子家庭の父について、それぞれ準用する。
（略）

〇母子及び寡婦福祉法
   （公営住宅の供給に関する特別の配慮）
第２７条  地方公共団体は、公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号）による公営住宅の供給を行う場合には、母子
   家庭の福祉が増進されるように特別の配慮をしなければならない。

（平成２６年１１月２５日から施行）

三重県薬事審議会設置
条例等の一部を改正する
条例案

   薬事法の法律名称の改正等に鑑み、次に掲げる条例について規定を整備する。

〇薬事法の一部改正の概要

三重県営住宅条例の一部
を改正する条例案

（主な改正内容）

母子及び寡婦福祉法の一部改正に鑑み、知事が割当をした県営
住宅に優先的に入居することができる者についての規定を整備する
ものである。

＜参考＞ 

＜参考＞ 



区 分 件 名 概 要

◎その他議案
( ８件） 【１０】

県土整備部

○ 場所
○ 契約金額
○ 契約方法 一般競争入札
○ 請負者住所氏名 桑名市長島町浦安１３１番地９

所長 谷 一暁
○ 工事の概要 橋長

幅員
Ｐ１橋脚工
Ｐ２橋脚工

【１１】

○ 場所
○ 契約金額 773,485,200円
○ 契約方法 一般競争入札
○ 請負者住所氏名 四日市市高砂町８番２９号

代表者 高砂建設株式会社
代表取締役 梅田 次男

○ 工事の概要 施工延長  Ｌ＝４４８．４ｍ
護岸工 Ｌ＝４４８．４ｍ
鋼管矢板打設工（φ９００～１４００㎜）

Ｎ＝３７５本

Ｈ＝５５．５ｍ
Ｈ＝４１．５ｍ

三重郡菰野町大字菰野地内
973,080,000円

代表者 株式会社竹中土木三重営業所

Ｌ＝２６９ｍ

北勢沿岸流域下水道（南部処理区）南部浄化センター第２期建設
事業護岸工事（その１）

工事請負契約について

工事請負契約について 一般県道湯の山温泉線湯の山大橋（仮称）下部工工事（Ｐ１・Ｐ２
橋脚工）

四日市市楠町北五味塚地内

高砂・信藤特定建設工事共同企業体

竹中土木・院南組特定建設工事共同企
業体

Ｗ＝５．５(９．０)ｍ



区 分 件 名 概 要

【１２】
県土整備部
つづき

○ 場所
○ 契約金額 715,381,200円
○ 契約方法 一般競争入札
○ 請負者住所氏名 三重郡川越町大字亀崎新田５１番地１

代表者 松岡建設株式会社
代表取締役社長 松岡 伸年

○ 工事の概要 施工延長  Ｌ＝４３０．６ｍ
護岸工 Ｌ＝４３０．６ｍ
鋼管矢板打設工（φ７００～１４００㎜）

Ｎ＝３７６本

【１３】

○ 場所
○ 契約金額 変更前 518,490,000円

変更後 514,202,850円
○ 契約方法 随意契約
○ 請負者住所氏名 伊勢市浦口四丁目１番１１号

代表者 株式会社山野建設
代表取締役 山野 稔

○ 工事の概要 施工延長  Ｌ＝６６３ｍ
推進工（φ８００㎜） Ｌ＝２６３ｍ
推進工（φ９００㎜） Ｌ＝３８９ｍ
人孔工  ３基
立坑工 ２箇所

【１４】
  総務部

○ 金額 87,156,000円

工事請負契約の変更につ
いて

   宮川流域下水道（宮川処理区）明和幹線（第３－１工区）管渠工事

北勢沿岸流域下水道（南部処理区）南部浄化センター第２期建設
事業護岸工事（その２）

山野・西邦特定建設工事共同企業体

松岡・穂積特定建設工事共同企業体

伊勢市小俣町明野地内

工事請負契約について

   総務事務システム機器購入財産の取得について

四日市市楠町北五味塚地内



区 分 件 名 概 要

【１５】
出納局 財産の取得について    三重県財務会計・予算編成支援システム機器更新に係るサーバ

機器類購入

○ 金額 65,745,000円

【１６】
企業庁

【１７】
   地方公営企業法第３２条第２項の規定に基づくもの。

   地方公営企業法第３２条第２項の規定に基づくもの。平成25年度三重県水道
事業会計未処分利益剰
余金の処分について

平成25年度三重県工業
用水道事業会計未処分
利益剰余金の処分につい
て



区 分 件 名 概 要

◎諮問
（１件） 【１８】

総務部 諮問について

◎認定
（４件） 【１９】

企業庁 平成25年度三重県水道
事業決算

   地方公営企業法第３０条第４項の規定に基づくもの。

   地方自治法第２０６条第１項の規定による、知事が行った一般の退
職手当等の全部を支給しないこととする処分に対する異議申立てに
ついて、同条第４項の規定により諮問する。



区 分 件 名 概 要

【２０】
企業庁
つづき

【２１】

【２２】
病院事業庁 地方公営企業法第３０条第４項の規定に基づくもの。

平成25年度三重県工業
用水道事業決算

平成25年度三重県病院
事業決算

平成25年度三重県電気
事業決算

   地方公営企業法第３０条第４項の規定に基づくもの。

   地方公営企業法第３０条第４項の規定に基づくもの。



区 分 件 名 概 要

◎報告
（２０件） 【２３】

健康福祉部

損害賠償額

【２４】
農林水産部

損害賠償額 563,718円

【２５】

損害賠償額 172,800円

   平成２６年１月２３日津市広明町地内の駐車場において発生した
津保健所（保健衛生室）に係る自動車による公務上の事故に関して
損害賠償の額について和解した。

（損害賠償の額の決定及
び和解について）

   平成２６年５月２８日伊勢市小俣町明野地内において発生した伊
勢農林水産事務所（伊勢志摩地域農業改良普及センター）に係る
自動車による公務上の事故に関して損害賠償の額について和解し
た。

専決処分の報告について

279,300円

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及
び和解について）

   平成２５年１２月１４日紀北町海山区船津地内において発生した尾
鷲農林水産事務所（水産室）に係る自動車による公務上の事故に関
して損害賠償の額について和解した。

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及
び和解について）



区 分 件 名 概 要

【２６】
農林水産部
つづき

損害賠償額 123,614円

【２７】
警察本部

損害賠償額 427,064円

【２８】

損害賠償額 282,600円

   平成２５年６月１２日岐阜県岐阜市岩田東３丁目地内の県道川島
三輪線において発生した桑名警察署に係る自動車による公務上の
事故に関して損害賠償の額について和解した。

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及
び和解について）

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及
び和解について）

   平成２６年６月５日桑名市大字上之輪新田地内の駐車場において
発生した中央農業改良普及センター（専門技術室）に係る自動車に
よる公務上の事故に関して損害賠償の額について和解した。

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及
び和解について）

   平成２５年１月１８日四日市市三栄町地内の国道１号において発
生した四日市南警察署に係る自動車による公務上の事故に関して
損害賠償の額について和解した。



区 分 件 名 概 要

【２９】
警察本部
つづき

損害賠償額 27,804円

【３０】
専決処分の報告について

損害賠償額 355,104円

【３１】
専決処分の報告について

損害賠償額 57,000円

（損害賠償の額の決定及
び和解について）

専決処分の報告について

   平成２６年２月２１日四日市市昌栄町地内の国道２３号において発
生した四日市南警察署に係る自動車による公務上の事故に関して
損害賠償の額について和解した。

（損害賠償の額の決定及
び和解について）

（損害賠償の額の決定及
び和解について）

   平成２５年１２月１７日津市大門地内の市道において発生した津警
察署に係る自動車による公務上の事故に関して損害賠償の額につ
いて和解した。

   平成２６年２月２７日津市栗真小川町地内の国道２３号において発
生した津警察署に係る自動車による公務上の事故に関して損害賠
償の額について和解した。



区 分 件 名 概 要

警察本部
つづき

損害賠償額 8,446円

【３３】
専決処分の報告について

損害賠償額 52,334円

【３４】
専決処分の報告について

損害賠償額 460,760円

（損害賠償の額の決定及
び和解について）

   平成２６年４月１７日松阪市西町地内の県道辻原西町線において
発生した松阪警察署に係る自動車による公務上の事故に関して損
害賠償の額について和解した。

（損害賠償の額の決定及
び和解について）

（損害賠償の額の決定及
び和解について）

専決処分の報告について

   平成２６年６月２日津市栗真町屋町地内の国道２３号において発
生した四日市南警察署に係る自動車による公務上の事故に関して
損害賠償の額について和解した。

【３２】

   平成２６年５月２日桑名市大字下深谷部地内の国道２５８号におい
て発生した桑名警察署に係る自動車による公務上の事故に関して
損害賠償の額について和解した。



区 分 件 名 概 要

警察本部
つづき

損害賠償額 784,501円

【３６】
県土整備部 専決処分の報告について

損害賠償額 362,000円

【３７】

損害賠償額 13,330円

平成２６年４月４日鈴鹿市伊船町地内の県道神戸長沢線におい
て、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損害賠償の額に
ついて和解した。

（損害賠償の額の決定及
び和解について）

専決処分の報告について
【３５】

（損害賠償の額の決定及
び和解について）

平成２６年５月７日度会郡南伊勢町道方地内の県道伊勢南島線に
おいて、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損害賠償の
額について和解した。

（損害賠償の額の決定及
び和解について）

専決処分の報告について

   平成２６年６月１７日四日市市大字西阿倉川地内の市道において
発生した四日市北警察署に係る自動車による公務上の事故に関し
て損害賠償の額について和解した。

 



区 分 件 名 概 要

【３８】
県土整備部
つづき

損害賠償額 40,468円

【３９】

損害賠償額 54,000円

教育委員会

専決処分の報告について

平成２６年６月１８日名張市青蓮寺地内の県道名張曽爾線におい
て、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損害賠償の額に
ついて和解した。

（訴えの提起（和解を含
む。）について）

（損害賠償の額の決定及
び和解について）

平成２６年５月１９日いなべ市藤原町本郷地内の県道本郷志礼石
線において、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損害賠
償の額について和解した。

（損害賠償の額の決定及
び和解について）

専決処分の報告について 三重県高等学校等修学奨学金返還金の滞納に関し、支払督促に
係る訴えの提起（和解を含む。）を行った。

専決処分の報告について

【４０】



区 分 件 名 概 要

【４１】
地域連携部    県が賃借人となる予定価格7千万円以上の賃貸借の契約

【契約名称】三重県総合文書管理システム再構築業務委託
【履行場所】三重県地域連携部IT推進課 他
【契約金額】352,620,432円
【契約方法】一般競争入札
【契約の相手方の住所及び氏名】

【契約締結の年月日】平成26年6月9日
【契約期間】平成26年6月9日から

 平成32年9月30日まで

出納局 【契約名称】三重県財務会計・予算編成支援システムの機器更新に
 係るクライアント関連機器賃貸借及び保守業務

【履行場所】三重県出納局、三重県吉田山会館 他
【契約金額】59,266,080円
【契約方法】一般競争入札
【契約の相手方の住所及び氏名】

三重県松阪市石津町字地蔵裏３５３番地１
株式会社松阪電子計算センター
代表取締役 熊﨑 孝

【契約締結の年月日】平成26年9月1日
【契約期間】平成26年9月1日から

 平成32年3月13日まで

議会の議決すべき事件以
外の契約等について

三重県津市栄町二丁目３１２ 第一生命ビル４F
日本電気株式会社三重支店
支店長 飯田 勇



区 分 件 名 概 要

警察本部 【契約名称】ＩＣ運転免許証作成システムの賃貸借契約

【契約金額】6,382,692円
【契約方法】一般競争入札
【契約の相手方の住所及び氏名】

 神奈川県川崎市幸区堀川町７２番地３４
 株式会社東芝社会インフラシステム社セキュリティ・自
 動化システム事業部ＩＤソリューション営業部
 部長 小島 和真

【契約締結の年月日】平成26年7月29日
【契約期間】平成26年7月29日から

 平成32年12月31日まで

【契約名称】ＩＣ運転免許証関連システムの賃貸借契約

【契約金額】207,168,192円
【契約方法】一般競争入札
【契約の相手方の住所及び氏名】
               東京都千代田区丸の内三丁目４番１号
               株式会社ＪＥＣＣ
               営業本部長 村上 春生
【契約締結の年月日】平成26年7月29日
【契約期間】平成26年7月29日から

 平成32年12月31日まで

【４２】
企業庁
病院事業庁

 １８警察署

 １８警察署

   地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規
定に基づくもの。

平成25年度決算に係る資
金不足比率（企業会計
分）について

【履行場所】三重県警察本部交通部運転免許センター及び県内

【履行場所】三重県警察本部交通部運転免許センター及び県内



区 分 件 名 概 要

◎提出
（１件） 【４３】

健康福祉部 県の出資等に係る法人の
経営状況に関する説明書

   地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項及び同
法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１７３条の規定により、公立大学
法人三重県立看護大学及び地方独立行政法人三重県立総合医療
センターの経営状況を説明する書類を提出するものである。


